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連結決算ハイライト ＜第３四半期＞

（百万円）

2009年3月期
３Q（10～12月）

2010年3月期
３Q（10～12月）

増減額 増減率

売上高 85,923 85,272 △650 △0.8%

営業利益 13,603 10,664 △2,938 △21.6%

営業利益率 15.8% 12.5% △3.3P

経常利益 14,079 11,052 △3,026 △21.5%

四半期純利益 7,419 6,670 △749 △10.1%
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞

2009年3月期
3Q（10～12月）

2010年3月期
3Q（10～12月）

増減額 増減率

売上高 85,923 85,272 △650 △0.8%

売上原価 59,592 61,409 +1,817 +3.0%
外注費 31,075 27,404 △3,670 △11.8%

売上総利益 26,331 23,863 △2,467 △9.4%
売上総利益率 30.6% 28.0% △2.7P

販管費 12,727 13,198 +470 +3.7%
営業利益 13,603 10,664 △2,938 △21.6%

営業利益率 15.8% 12.5% △3.3P

（百万円）
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞ 続き

2009年3月期
3Q（10～12月）

2010年3月期
3Q（10～12月）

増減額 増減率

営業利益 13,603 10,664 △2,938 △21.6%

営業外損益 475 387 △87
受取利息 252 86 △165

経常利益 14,079 11,052 △3,026 △21.5%

特別損益 △945 7 +953
投資有価証券売却益 - 191 +191
投資有価証券評価損 △303 △188 +114
関係会社株式評価損 △642 - +642

法人税等 5,713 4,390 △1,322
四半期純利益 7,419 6,670 △749 △10.1%

（百万円）
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（百万円）

業種別連結売上高 ＜第３四半期＞

2009年3月期
3Q（10～12月）

構成比
2010年3月期
3Q（10～12月）

構成比 増減額 増減率

証券業 31,644 36.8% 31,150 36.5% △494 △1.6%
保険業 13,708 16.0% 14,152 16.6% +443 +3.2%
銀行業 6,842 8.0% 7,700 9.0% +858 +12.5%
その他金融業 7,242 8.4% 6,077 7.1% △1,164 △16.1%

金融サービス業 59,437 69.2% 59,081 69.3% △356 △0.6%
流通業 10,887 12.7% 10,837 12.7% △49 △0.5%
その他産業等 15,598 18.2% 15,353 18.0% △244 △1.6%

合計 85,923 100.0% 85,272 100.0% △650 △0.8%

野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 23,237 27.0% 20,852 24.5% △2,384 △10.3%
ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 9,711 11.3% 9,829 11.5% +117 +1.2%
（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含む
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品目別連結売上高 ＜第３四半期＞

2009年3月期
3Q（10～12月）

構成比
2010年3月期
3Q（10～12月）

構成比 増減額 増減率

コンサルティングサービス 8,104 9.4% 7,892 9.3% △211 △2.6%

開発・製品販売 37,591 43.7% 32,081 37.6% △5,509△14.7%

運用サービス 37,208 43.3% 40,660 47.7% +3,451 +9.3%

商品販売 3,019 3.5% 4,638 5.4% +1,619 +53.6%

ＩＴソリューションサービス 77,819 90.6% 77,380 90.7% △438 △0.6%

合 計 85,923 100.0% 85,272 100.0% △650 △0.8%

（百万円）
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○全社のプロジェクトを自在の切り口で、リアルタイムに状況把握（進捗、収支等）できる
○事業や本部毎、顧客毎の各種情報を集計、分析し、リソース管理に活用することができる
○様々な視点からのアラーム情報によりトラブルプロジェクトをいち早く発見することができる

経営層におけるメリット

○仕事の流れに沿った手続き、判断業務が可能になる（プロセス一元管理、ﾜｰｸﾌﾛｰ化）
○会計単位に縛られず、案件、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ単位での管理が実現する
○ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する管理情報として、収支だけでなく作業進捗による把握が可能になる
○過去の手続き情報・管理情報が蓄積され、類似案件計画時に参考にできる
○予実績の管理、将来に亘るシミュレーションが可能になり、的確な対処が可能になる

プロジェクトマネージャにおけるメリット

○必要なタイミングで必要な情報を適宜取り出し、様々な視点で分析することができる
○受注案件のパイプラインの把握、遷移が可能となり、事業の将来見通しが立てられる
○各種手続きのモニタリングが可能になり、内部統制に関するＰＤＣＡに活用できる

本部長、部門ｽﾀｯﾌにおけるメリット

○二重・三重入力が排除され、ワンインプットでエントリー業務が完結する
○作業進捗情報を入力することにより、属人管理から開放され、情報共有が図られる
○会計単位を意識せず、案件・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ毎に仕事を進めることが可能になる

プロジェクトメンバにおけるメリット

業務の

「見える化」

により

名実共に

ITサービス業界

における

「先進的な

プロジェクト

マネジメントを

実践する企業」

への発展に

寄与

ＮＲＩの新社内情報システム システム導入による想定効果

様々な立場から、業績・プロジェクト・個々人の活動の「見える化」が、大きく進展



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 24

営業業務サポート 提案業務サポート 契約業務サポート

顧客審査
依頼

コンタクト
営業

案件発生

与信枠確認

見積書
作成

決裁 押印 提案書作成
契約書
作成

提示・交渉 契約成立

プロジェク
ト運営

会計管理単位
開設申請

社外委託
要員派遣
入力

社員人件費 購買実績分析
納品・検収書

管理

分析業務サポート 納品業務サポート 設計・開発・調査業務サポート

会計業務サポート

顧客審査
契約内容

会計管理単位
登録連携

★

案件/ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ登録
契
約
・請
求
管
理

実行プロジェクト管理

見込案件管理

・データ一元管理（属性、予実績、収支、リソース等）

・申請・審査・承認工程管理（手続ワークフロー）

・履歴管理・モニタリング

・各種シミュレーション 等

決裁プロセス営業プロセス

契

約

プ

ロ

セ

ス

調達プロセス生産プロセス完了プロセス

提案・決裁管理

請求書

発行指示

請求業務サポート

ＮＲＩの新社内情報システム システム化による新たな業務イメージ

業務プロセス一元管理・見える化／データ連動とワークフロー化の実現

提案
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2009年11月2日 日本情報産業新聞

口座閲覧情報サービス

セブン銀行とNRIが、複数の金融機関の口座情報をインター

ネットで管理できるサービス「みんなの口座管理。」の提供を

2009年10月26日より開始。

NRIのアグリゲーションサービス「InterCollage」（インターコ

ラージュ）にて当該サービスの提供および運営を行う。
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2009年12月16日 日刊工業新聞

ＩＴサービス事業で協業

スウェーデンのシステム開発会社シンクロン・インターナ

ショナルの日本法人シンクロン・ジャパンと、「グローバル

業務統合サービス」の提供に向けて協力することに合意。

シンクロン社の製品を用い、ERP（統合基幹業務システ

ム）によるグローバルな業務統合に課題を持つ製造業向

けに、調達・生産・販売・在庫などを一元管理するサービス

を2010年初頭から提供する予定。
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2009年12月3日 日刊工業新聞

BPO推進研究会を設立

NRIが事務局となり、BPOサービス事業に携わるNTT コミュ

ニケーションズ、ワンビシアーカイブズ、InfoDeliverとともに、

BPO推進研究会を立ち上げた。

この研究会の主な活動は、BPOを活用する企業への情報提

供やセミナー等の開催、BPOサービス企業の環境整備に関

する情報共有や共同検討など。

このような活動により、BPO活用企業の競争力強化、および

BPOサービス企業の品質、コンプライアンス対応、委託運営

スキルの向上を促進する。
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2009年12月16日 日本経済新聞

ユビキタス実験事業

NRIの中国現地法人である野村総研（上海）咨詢有限

公司（以下「NRI上海」）は、2010年以降の中国の新しい

ICT戦略として位置づけられた「物聯網（IOT：Internet 
of Things）」を推進する標準化委員会へ、国務院の承

認（2009年11月）を受け参加することになった。この委

員会への日系企業の参加はNRI上海が初めて。

「物聯網」実験都市の第一号として江蘇省無錫市が内

定している。今後同様な実験都市が中国政府から認定

され、各地域で誕生する予定。
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2010年1月14日 日本経済新聞

企業の本社部門のコスト削減を助言

米コンサルティング会社「ザ・ハケット・グループ」と提携し、

企業の本社部門のコスト削減を助言するサービスを2月
に始める。

ハケット社が構築した欧米企業の本社業務のデータベー

スを活用し、日本企業の本社の業務効率化やコスト状況

を同業で会社規模が似た欧米企業と客観的に比較。業

務ごとに顧客企業の課題を明確化、コストの適正化につ

いてアドバイスを行う。

ハケットのＤＢを活用したコンサルは日本で初めてで、5
年後に年4億円～5億円の売上高を目指す。
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2010年3月期第3四半期の取り組み

2009年12月9日 日経産業新聞

ＩＴサービス産業の活性化に向けた取り組み

ＮＴＴデータと共同で、ＩＴサービス産業の活性化に向

けた取り組みを開始。

その第一弾として、「ＩＴと新社会デザインフォーラム

2010」を2010年2月26日に開催する。本フォーラムで

は、ＩＴの高度活用による新しい社会像とそれを支える

ＩＴサービス産業のあるべき姿を提示し、その実現を

担う「ＩＴ人材像」について提言する。

今後、ＩＴサービス産業がより魅力的な産業・業界と

なっていくために、ＩＴに関する教育・研究や人材育成

などの取り組みの推進を検討する予定。
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その他 - ブランド向上に向けて、引き続き活動中！

出版物

フォーラム・説明会

東洋経済新報社発行

新春フォーラムを開催 2010年1月21日 大阪

2010年1月22日 東京

ノムラ・インベストメントフォーラム2009へ参加

2009年12月3日、4日

日経ＢＰ社発行

フリーペーパー等

個人投資家向け説明会

2009年12月15日




